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洗練されてきたが、TFP 計測の基本は Solow (1957)による計測と変わるところはない。すなわち、
マクロ経済全体、あるいは産業ごとに次のような新古典派的な生産関数を考える。 
) , ( L K AF Y =         ( 1 )  
Y は産出量、K とL はそれぞれ投入される資本サービスおよび労働インプットの量、 Aが技術の
水準を表す。生産関数F が一次同次で、資本・労働の対価、すなわち利潤と賃金がそれぞれK





















Y & & & &
α α) 1 (       ( 2 )  
が成立する。ここでα は労働分配率である。直接観察することのできない技術進歩 A A & は、次の
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鈍化する。新しい財、新しい産業――図表 2-1 では新しいＳ字カーブ――が成長を牽引する。 
なおプロダクト・イノベーションは、Grossmann and Heｌpman (1991)はじめ、いわゆる「内生的成






















































































































経済全体に n のセクター／活動が存在するものとする。n の中にはやや特殊な「生産活動」とし
て「職探し＝失業」や「余暇」ないし「家庭内生産」も含まれる。１単位の i 財をつくるのに必要な労
働の量を i a とする。説明を簡単にするために生産要素は労働だけとしよう。第 i 財の名目価格を
Piで表す。職捜し＝失業や余暇、家庭内生産についてはPiが明示的に存在しないから、Piはシャ
ドウ・プライスである。 
























1 ≥ ≥ ≥ L        ( 5 )  
piは１財で測った i 財の相対(実質)価格である。 
各セクターで使われる労働の量を Liとすれば 









以上 65 歳未満)人口」に近い。 
  さて各セクターとも物理的な生産量Qiは実質需要量Diによって決まっているとしよう。このとき第


























































































 ( 7 )  
  新古典派均衡では、すべてのセクターで労働の価値限界生産が等しくなっている。つまり(5)で




Y =          ( 8 )   
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となる。すなわち実質 GDP は、生産要素の賦与量 L とテクノロジー(この場合 n a )のみによって決
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的に需要され消費される生産物はパンの 30 である。農家では付加価値分の 20 が労働の対価と
して支払われ、パン屋では同様に 10 が支払われるが、農家もパン屋も消費するものは最終製品
であるパンの 30 である。パンが新しい財として考案された際には、30 が新しい生産物として経済
の中に現れるわけである。 
 
















需要 F が 4.9％であり、電気機械は V が 1.0％に対して F が 2.0％、情報通信機器は V が 0.5％
に対してFが2.0％である。こうした財の生産は製造の過程が多く、部品が多い。すなわち、これら
概念図
財１ 財２ 最終需要 総需要額
財１ M11 M12 F1 X1
財２ M21 M22 F2 X2
付加価値 V1 V2






小麦 パン 最終需要 総需要額
小麦 － ２０ ０ ２０
パン ０ － ３０ ３０
付加価値 ２０ １０
総生産額 ２０ ３０ GDP = ２０＋１０ = ０＋３０ 
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の産業に分類される財が成長する際には、関連する川上の産業にも成長が波及するわけである。







て、高成長をしている財・サービスあるいは産業で高い TFP が計測されると考えられるのである。 



























最終需要 対合計% 対総生産% 付加価値 対合計% 対総生産% 中間投入等 総生産額
農林水産業 2,304 0.5 17.5 6,946 1.4 52.8 6,208 13,155
鉱業 -15,450 -3.1 -1,532.2 434 0.1 43.0 575 1,008
飲食料品 22,921 4.5 63.9 13,680 2.7 38.1 22,209 35,889
繊維製品 1,024 0.2 23.4 1,482 0.3 33.9 2,893 4,375
パルプ・紙・木製品 -610 -0.1 -4.8 4,447 0.9 34.7 8,382 12,830
化学製品 3,732 0.7 13.6 7,335 1.5 26.7 20,152 27,487
石油・石炭製品 3,874 0.8 22.9 5,041 1.0 29.8 11,879 16,920
窯業・土石製品 530 0.1 7.4 3,142 0.6 43.9 4,014 7,156
鉄鋼 1,824 0.4 7.2 6,031 1.2 23.8 19,283 25,314
非鉄金属 -1,180 -0.2 -16.1 1,690 0.3 23.0 5,640 7,330
金属製品 663 0.1 5.3 5,400 1.1 43.3 7,084 12,484
一般機械 20,832 4.1 68.6 10,594 2.1 34.9 19,785 30,378
電気機械 10,285 2.0 65.0 4,957 1.0 31.3 10,875 15,832
情報・通信機器 9,876 2.0 89.7 2,582 0.5 23.5 8,429 11,012
電子部品 2,822 0.6 17.4 4,323 0.9 26.7 11,889 16,212
輸送機械 25,000 4.9 47.2 10,205 2.0 19.2 42,811 53,016
精密機械 2,675 0.5 71.9 1,459 0.3 39.2 2,264 3,723
その他の製造工業製品 3,805 0.8 15.4 9,745 1.9 39.4 14,979 24,724
建設 54,118 10.7 85.6 29,189 5.8 46.2 34,048 63,237
電力・ガス・熱供給 5,924 1.2 31.7 8,130 1.6 43.5 10,547 18,677
水道・廃棄物処理 2,780 0.6 33.5 5,078 1.0 61.1 3,229 8,306
商業 69,599 13.8 65.2 73,040 14.5 68.4 33,668 106,709
金融・保険 12,097 2.4 29.1 26,454 5.2 63.6 15,133 41,587
不動産 57,963 11.5 87.6 56,568 11.2 85.4 9,638 66,206
運輸 18,295 3.6 44.9 24,264 4.8 59.5 16,520 40,784
情報通信 18,663 3.7 40.6 27,002 5.3 58.8 18,933 45,936
公務 37,427 7.4 97.1 28,377 5.6 73.6 10,159 38,536
教育・研究 24,154 4.8 66.6 27,089 5.4 74.6 9,203 36,292
医療・保健・社会保障・介護 49,303 9.8 98.2 30,137 6.0 60.0 20,074 50,211
その他の公共サービス 3,882 0.8 77.2 3,203 0.6 63.7 1,827 5,031
対事業所サービス 7,054 1.4 11.1 37,836 7.5 59.4 25,913 63,749
対個人サービス 49,746 9.8 95.6 30,045 5.9 57.8 21,977 52,022
事務用品 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 1,518 1,518
分類不明 -662 -0.1 -16.7 -636 -0.1 -16.0 4,609 3,973













































P 携帯電話 × ◎ ○ 電話から創造
a パソコン(電子計算機) × ◎ ○ 電卓等から創造
ｒ 電気自動車(エコカー) × ◎ ○ 自動車から派生(将来は代替）
ｔ デジタル家電 × ◎ × テレビ・カメラ等から派生(代替)
Ⅰ ゲーム機(電子玩具) × ◎ × 伝統的なゲーム等から創造
集積回路・電子部品 ◎ × ○ ＩＴ製品の創造・派生に必須
3 太陽光発電 ◎ × × 発電の高度化
節 太陽電池(発電装置) ○ × ◎ 発電モジュール等
4 スマートフォン × ◎ ○ 携帯電話を拡充
節 タブレットＰＣ(ｉＰａｄ等) × ◎ ○ パソコンを拡充













































































































準の 100 まで戻していないが、その他電気機械は 160 を超えている。 
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国 会社 場所 発電能力
ドイツ Q-Cells バイエルン州 50MW
米国 Sempra Generation アリゾナ州 700MW
カナダ Enbridge オンタリオ州 計100MW
インド 州政府主体 グジャラート州 計500MW
米国 韓国POSCO Power ネバダ州 300MW
日本 北海道電力 稚内市 5MW




九州電力 大牟田市 3MW 
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遂げる展開になっている。図表 3-9 は、企業に最近関心をもっている新規参入分野を尋ねた

























図表 3-10 では主な川上の産業を示している。 
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2010 年 12 月に製造業全体は 95.6（速報値）でまだ 100 まで戻していないが、薄型テレビやデジ
タルカメラなどが含まれる民生用電子機械は 150 を、電子部品は 130 を越えている。 
IT 機器に関しては、いわゆるメインフレームに始まり、パソコン、モバイル機器に至るまで、影響
力の大きい新製品が次々と生まれてきた。業界を詳しく分析した Morgan Stanley (2009)では、10



















































































とくに近年のスマートフォンの成長の勢いは著しい。米調査会社 IDC によれば、2010 年のスマ
ートフォンの世界出荷は 74％増の３億 260 万台となった。一方、パソコンは 14％増の３億 4619 万
台にとどまり、スマートフォンがパソコンの９割近い水準となったという。スマートフォンは市場拡大
が続いており、2011 年は通年でパソコンを上回るのはほぼ確実とみられている。これは Morgan 
Stanley (2009)で、2012 年にスマートフォンが世界の PC 市場（デスクトップ+ノートブック＋ネットブ
ック）を上回るという予測より１年早い勢いである。 
 















































































品目名 80→85 85→90 90→95 95→00 80→85 85→90 90→95 95→00
ガス・石油機器及び暖厨房機器 ▲ 0.07 0.00 ▲ 0.00 0.40 25.2 18.9 5.3 ▲ 15.2
運搬機械 0.12 ▲ 0.01 0.01 0.06 16.2 44.4 ▲ 10.7 ▲ 19.5
冷凍機・温湿調整装置 ▲ 0.10 0.00 0.08 0.14 28.5 42.5 ▲ 1.5 7.0
その他の一般産業機械及び装置 ▲ 0.03 ▲ 0.00 0.00 0.00 33.1 46.2 ▲ 14.7 4.1
化学機械 0.00 ▲ 0.09 0.00 0.00 2.5 20.4 ▲ 3.8 ▲ 13.3
産業用ロボット ▲ 1.64 0.54 0.97 1.48 1111.8 81.3 0.4 47.2
金属工作機械 0.02 ▲ 0.00 ▲ 0.02 0.11 58.8 36.1 ▲ 41.3 17.0
金属加工機械 0.00 0.00 ▲ 0.00 0.05 41.8 33.4 ▲ 29.2 ▲ 21.0
農業機械 ▲ 0.09 ▲ 0.00 ▲ 0.00 0.01 7.8 ▲ 3.6 1.7 ▲ 16.0
繊維機械 0.37 ▲ 0.09 0.08 0.04 18.2 37.6 ▲ 36.0 ▲ 35.0
食料品加工機械 ▲ 0.03 ▲ 0.00 ▲ 0.00 0.01 11.6 33.8 6.7 ▲ 23.2
半導体製造装置 ▲ 1.97 0.00 0.00 0.00 265.4 265.4 89.2 117.5
その他の特殊産業機械 ▲ 0.17 0.19 0.02 0.00 54.3 43.6 ▲ 14.2 ▲ 3.6
その他の一般機械器具及び部品 0.27 ▲ 0.00 0.05 0.05 6.2 31.6 ▲ 9.9 ▲ 10.7
複写機 0.17 0.42 3.02 4.21 110.4 47.4 ▲ 15.3 13.6
その他の事務用機械 0.26 0.38 0.67 0.73 89.7 18.9 ▲ 26.8 3.1
サービス用機器 1.04 1.12 0.99 1.12 60.7 75.5 33.8 ▲ 4.1
電気音響機器 2.68 ▲ 0.84 1.43 1.36 9.6 ▲ 9.6 ▲ 13.5 ▲ 13.3
ラジオ・テレビ受信機 0.50 0.68 1.08 0.44 11.6 ▲ 20.9 ▲ 20.6 ▲ 31.5
ビデオ機器 2.96 ▲ 0.38 2.89 3.70 390.4 ▲ 10.7 ▲ 55.9 15.0
民生用電気機器 0.60 0.07 1.05 0.59 50.2 21.0 4.3 ▲ 20.2
電子計算機本体 3.27 2.56 4.35 ▲ 2.18 153.4 96.7 3.0 ▲ 1.3
電子計算機付属装置 2.31 1.71 2.48 5.03 303.4 67.2 ▲ 11.1 ▲ 9.5
有線電気通信機器 ▲ 1.52 0.05 1.62 ▲ 0.41 76.1 51.2 ▲ 8.5 1.2
無線電気通信機器 ▲ 0.05 3.50 1.63 2.90 67.8 67.5 40.7 67.2
その他の電気通信機器 0.02 0.01 3.04 0.25 13.1 61.6 13.4 20.7
電子応用装置 2.80 ▲ 0.41 2.47 0.88 123.2 55.1 ▲ 18.7 14.5
電気計測器 2.86 1.09 3.47 3.66 71.5 27.0 1.7 18.7
半導体素子・集積回路 ▲ 0.35 0.84 0.44 ▲ 0.79 180.2 50.9 38.3 17.8
その他の電子部品 0.03 0.56 0.78 1.22 109.9 22.9 8.5 26.2
回転電気機械 0.00 1.32 0.15 0.45 51.0 46.2 ▲ 7.8 ▲ 7.5
開閉制御装置及び配電盤 1.22 0.10 0.52 ▲ 0.07 28.9 50.0 ▲ 3.1 ▲ 11.5
その他の産業用重電機器 1.12 0.07 0.40 0.72 45.7 44.4 ▲ 0.6 ▲ 13.0
電気照明器具 0.01 ▲ 0.00 0.00 0.00 7.0 50.5 ▲ 9.0 ▲ 2.3
内燃機関電装品 0.03 1.52 0.51 0.65 141.4 87.3 ▲ 8.5 ▲ 14.6
乗用車 0.17 ▲ 0.14 ▲ 0.03 0.00 40.0 61.7 ▲ 16.8 12.7
トラック・バス・その他の自動車 0.06 ▲ 0.05 ▲ 0.01 0.00 39.9 ▲ 8.4 ▲ 16.3 ▲ 30.1
二輪自動車 0.34 ▲ 0.28 ▲ 0.06 0.00 ▲ 23.8 ▲ 25.0 9.0 11.1
自動車用内燃機関・同部分品 0.52 ▲ 0.39 0.00 0.05 30.6 46.1 1.9 ▲ 5.9
自動車部品 0.22 ▲ 0.05 0.09 1.04 55.8 41.2 0.1 2.3
航空機 ▲ 0.61 0.10 0.03 0.21 184.1 ▲ 7.8 ▲ 0.5 59.3
その他の輸送機械 0.00 0.07 ▲ 0.02 0.01 0.1 32.1 ▲ 7.5 ▲ 10.8
カメラ 4.08 ▲ 0.00 1.61 0.70 2.7 4.6 ▲ 28.7 ▲ 14.1
その他の光学機械 ▲ 0.07 0.02 0.02 0.06 20.6 6.8 ▲ 23.2 22.4
時計 4.31 ▲ 1.07 0.04 0.31 ▲ 8.8 ▲ 1.9 ▲ 42.6 ▲ 22.9
理化学機械器具 0.06 0.30 0.02 0.00 62.4 21.3 ▲ 1.8 7.9
分析器・試験機・計量器・測定器 2.69 0.44 0.72 1.05 45.6 35.5 ▲ 9.8 ▲ 0.7
医療用機械器具 0.00 0.28 0.01 0.01 42.0 50.3 ▲ 1.5 23.3
玩具 1.35 7.67 1.80 2.37 39.7 33.5 2.5 ▲ 9.5
運動用品 0.03 0.10 0.00 0.05 71.5 0.6 ▲ 8.6 ▲ 2.7
楽器 2.03 2.66 3.95 ▲ 0.19 31.2 ▲ 7.3 ▲ 27.6 ▲ 8.3
武器 0.00 0.71 0.25 0.66 105.3 100.2 ▲ 23.4 0.6
機械修理 ▲ 0.24 0.05 0.27 0.09 41.7 36.4 ▲ 11.1 3.1
分類不明 0.17 ▲ 0.06 ▲ 0.12 0.00 8.0 ▲ 6.3 ▲ 15.3 ▲ 23.7
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